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説明内容

１ 介護事業所の指定申請等のウェブ入力・電子申請の導入について

２ 業務管理体制の整備に関する届出システム（電子申請）への対応開始

３ 令和５年度盛岡市介護職員奨学金返還支援補助制度の運用について

４ 第９期介護保険事業計画の策定に向けた各種調査の実施について



１ 介護事業所の指定申請等のウェブ入力・電子申請の導入について

厚生労働省は、介護サービス事業所の指定申請等について、対面を伴わない
申請書類提出を実現させるため、介護サービス情報公表システムの機能拡張を
行い、指定申請機能等のウェブ入力・電子申請を実現する「電子申請届出シス
テム」の運用を開始しています。
本市では、全国で最も早い開始となる第１期（令和４年度下半期）導入自治

体として、令和５年３月から本システムによる受付を開始しました。
今後全国の自治体で対応が進み、令和７年度までに電子申請に移行すること

としています。

【盛岡市ＨＰ】https://www.city.morioka.iwate.jp/kenkou/kaigoiryo/kaigohoken/1042339.html

https://www.city.morioka.iwate.jp/kenkou/kaigoiryo/kaigohoken/1042339.html


１ 介護事業所の指定申請等のウェブ入力・電子申請の導入について

・新規指定申請 ・変更届 ・更新申請
・その他（再開、廃止・休止 等）の届出
・加算に関する届出 ・他法制度（老人福祉法等）に基づく申請届出

○対象となる申請の種類

電子申請届出システム（https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/index.php）のヘルプを参照

○利用方法について

※ 現在、紙・電子メールで対応している各種届出に対応しています。

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/index.php


１ 介護事業所の指定申請等のウェブ入力・電子申請の導入について

ＧビズＩＤは、法人・個人事業主向け共通認証システムです。
ＧビズＩＤを取得すると、一つのID・パスワードで、複数の行政サービスにログインできます。
アカウントは 最初に１つ取得するだけで、有効期限、年度更新の必要はありません。
ＧビズＩＤには、 gBizIDプライム、gBizIDメンバー、gBizIDエントリーという3種類のアカウント
があります。サービスにより必要なアカウントが異なります。

◆ＧビズＩＤとは？

・対応ブラウザ（Microsoft Edge、Safari、Chrome）※最新バージョン推奨
・GビズID（「プライム」もしくは「メンバー」のアカウント）

○システムの利用に必要なもの

※ 今後、説明会等の開催を予定しています。日程等については別途お知らせします。

「雇用調整助成金ポータル」や「社会保険手続きの電子申請」等国等の各種電子申請を利用
する際に既に取得されている場合は、GビズID取得のための新たな手続きは不要です。



２ 業務管理体制の整備に関する届出システム（電子申請）への対応開始

「業務管理体制の整備に関する届出システム」は、

介護サービス事業者が業務管理体制の整備に関する届出を電子申請し、
その内容を届出を所管する機関が受付を行うことができるシステムです。

介護保険法第115条の32により、介護サービス事業者（以下「事業者」という。）には、法令遵守等
の業務管理体制の整備が義務付けられています。
事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設の数に応じ定

められており、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届け出る必
要があります。

全ての事業所等が盛岡市内に所在する事業者は本市が届出先となります。
※指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合は除く（届出先は都道府県知事）

※複数の市町村又は都道府県に事業所等が所在する場合は、
岩手県、厚生労働省本省又は各地の厚生局が提出先機関となります。



２ 業務管理体制の整備に関する届出システム（電子申請）への対応開始



○新規参入する事業者が届出システムを利用して届出を行う場合

２ 業務管理体制の整備に関する届出システム（電子申請）への対応開始

(1) 業務管理体制の整備に関する届出のURL にアクセスします。
https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do

メールアドレスを登録後、メールが届きますので、記載されたURL にアクセスします。

(2) 業務管理体制の整備に関する届出の入力画面が表示されます。
必要事項を入力し、「確認」ボタンを押してください。

(3) 新規届出入力確認画面が表示されます。
内容を確認し、表示された内容が正しければ「完了」ボタンをクリックします。

(4) これで届出は完了です。
登録した連絡先メールアドレスに届出控えとなるメールが送信されます。

https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do


○既存事業者が届出システムを利用して届出を行う場合

２ 業務管理体制の整備に関する届出システム（電子申請）への対応開始

(1) 業務管理体制の整備に関する届出のURL にアクセスします。
https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do

連絡先メールアドレス等を入力し、ユーザアカウントの発行完了後、ログインします。
※先に本市が通知している「A」で始まる事業者（法人）番号が必要です。

(2) 「届出先区分変更」及び「届出事項変更」をクリックし、必要事項を入力します。

(3) 届出事項変更入力確認画面が表示されます。
届出内容を確認し、「完了」ボタンを押してください。

(4) 届出事項変更入力完了画面が表示されます。

(5) これで届出は完了です。
登録した連絡先メールアドレスに届出控えとなるメールが送信されます。

https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do


３ 令和５年度盛岡市介護職員奨学金返還支援補助制度の運用について

市内の介護事業所における介護人材の確保・定着を図るための取組の一環として、介護事業
所に勤務する職員のうち在学中に奨学金を借り入れた職員に対し、奨学金の返還に要した費用
の一部を補助することとして、令和元年度より事業を実施しております。

○制度概要

【参考】令和４年度盛岡市介護職員奨学金返還支援補助制度の運用について
https://www.city.morioka.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/025/964/04gaiyou.pdf

○令和５年度のスケジュール（予定）

(1) 補助金交付希望者の確認受付（令和５年夏～秋頃）
(2) 補助金額の調整
(3) 交付申請
(4) 補助事業完了報告書等の作成、提出（交付決定後～令和６年３月末）

市内の介護保険サービス事業所に勤務する職員であり、本人が就学中に奨学金を借り受け、
現在も返還していること 等

○補助対象者

※ 詳細は決まり次第、別途周知します。

https://www.city.morioka.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/025/964/04gaiyou.pdf


４ 第９期介護保険事業計画の策定に向けた各種調査の実施について

令和６年度から８年度を計画期間とする第９期介護保険事業計画策定のため、市内の介護事業所や、介護職員の状況
等を伺うための各種アンケート調査の実施を予定しています。
調査結果は、次期計画の実現のために必要な施策を検討・実施するための基礎データとなるものですので、御協力を

お願いします。

調査実施への御協力をお願いします

○予定している調査項目

「（自宅等にお住まいの方で）現在のサービス利用では、
生活の維持が難しくなっている利用者」の実態を把握し、
地域に不足する介護サービス等を検討するための調査。

※ ５月中旬以降に依頼予定です

居所変更実態調査

介護人材実態調査

居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護事業所
看護小規模多機能型居宅介護事業所、地域包括支援セ
ンター

在宅生活改善調査

住宅型有料老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付
き高齢者向け住宅、グループホーム、特定施設入居者
生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、
介護医療院、特別養護老人ホーム（地域密着型含む）

すべての介護保険サービス事業所・施設、有料老人
ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住
宅

施設整備意向調査
令和６年度以降、市内に介護サービス事業所・有料老
人ホーム等の設置を検討している法人の代表者等
（主に法人運営・経営判断に関与している方）

調査対象

過去１年間の新規入居・退去の流れや、退去の理由など
を把握することで、住み慣れた住まい等で暮らし続ける
ために必要な機能等を検討するための調査。

介護人材の実態を個票で把握することにより、性別・年
齢別・資格の有無別などの詳細な実態を把握し、介護人
材の確保に向けて必要な取組等を検討するための調査。

事業者が今後設置を希望する介護保険サービスについて
把握し、計画期間中における整備可能性等を検討するた
めの調査。

調査目的


